
「ＡITalk® 声の職人® クラウド版」 利用申込書 

 

当社は、株式会社エーアイがアプリケーション・サービス・プロバイダとして提供する、AICloud®音声ファイル作成サービス「ＡＩＴａｌｋ® 声

の職人® クラウド版」について、同サービスの利用規約に定める各条項に同意して、利用の申込をします。 

 

申込年月日*：          年      月      日 *は必須入力 

※お申込み種別* （ 新規 ・ 更新 （延長 ・ プラン変更））いずれかを○で囲んでください。 

【ご利用申込者記入欄】 

＜会社名*：       ＞ 

＜代表者名*：       ＞ 

＜利用部署名：       ＞ 

＜ご担当者名*：       ＞ 

＜ご住所*：〒          ＞ 

＜登録メールアドレス*：           （予備宛先：                           ）＞ 

（注）お申込み承諾の通知は上記アドレス宛に発信します。 

＜電話/FAX*：          ＞ 

【ご利用希望期間】         年    月    日～    ヶ月* 

【お申込みプラン】* 

申込み サービスプラン 基本料金（消費税別途） 有効期間 基本料金に含まれる文字数 追加料金（消費税別途） 

□ 単月ミニプラン 30,000 円/月 ご利用開始日より１ヶ月 1,000 文字 30 円/１文字 

□ 単月プラン 50,000 円/月 ご利用開始日より１ヶ月 5,000 文字 10 円/１文字 

□ 
年間一括 

大容量プラン 
600,000 円/年 ご利用開始日より１年間 180,000 文字 5 円/１文字 

□ ユーザ辞書再登録 15,000 円/回 － － － 

【お支払方法】 

請求書に基づき、翌月末日までに当社指定の銀行口座にお支払いください。なお、振込手数料は、お客様にてご負担ください。 

販売パートナー、販売代理店を介してお申し込みの場合は、そちらからの請求書に基づきお支払いください。 

【特記事項】  （個別特約および秘密情報等を定めた場合は、その旨を記載）＊既申込契約の変更時は、既申込内容を記載 

            

            

※本サービスでは、音声ファイル単体での再販ならびに第三者への譲渡・貸与は禁止されています。 

※「AICloud」、「AITalk」、「声の職人」は株式会社エーアイの登録商標です。 

 

-----------------------------------販売パートナー・販売代理店記入欄-------------------------------------- 

＜会社名：        ＞ 

＜ご担当者名：       ＞ 

＜ご住所：〒       ＞ 

＜e-mail：        ＞ 

＜電話/FAX：       ＞ 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

〒113-0024   株式会社エーアイ   東京都文京区西片一丁目 15番 15 号 KDX 春日ビル 10 階 ＴＥＬ：０３（６８０１）８４６１ 

＜送信先＞   ①info@ai-j.jp   ②FAX：０３（６８０１）８４６２  ※販売パートナー専用送信先：partner@ai-j.jp 

印 

印 



AITalk® 声の職人® クラウド版 利用規約 

 

この利用規約（以下「本規約」といいます。）は、利用者（以下「お客様」といいます。）が株式会

社エーアイ（以下「当社」といいます。）の提供する AICloud®音声ファイル作成サービス“AITalk® 声

の職人® クラウド版”（以下「本サービス」といいます。）を利用するにあたっての利用条件を定める

ものです。お客様は、本規約に同意のうえ、本サービスを利用するものとします。 

 

第１条（本サービスの利用申込、利用契約の成立） 

１ お客様は、当社に対し、当社所定の申込書（以下「本申込書」といいます。）をご利用開始日の

10日前までに提出する方法により、本規約に同意し、本サービスの利用を申込むものとします。お

客様は、直接、または販売パートナーを介して、申込みをすることができます。 

２ 当社は、前項の申込書の受領後、当社所定の基準により行う審査に合格したお客様に対し、当社

所定の方法により、URL、ユーザ ID、パスワードその他本サービスの利用を開始するにあたり必要

な情報をお申込み承諾の通知として発信します。同通知がお客様に到達した時点で、当社とお客様

との間で、本規約を内容とする利用契約（以下「本契約」といいます。）が成立するものとします。 

 

第２条（ユーザ ID、パスワード及びサブ ID・パスワード） 

１ お客様は、本サービスを第三者に使用させてはならないものとします。お客様は、ユーザ ID及び

パスワードを第三者に開示、貸与、共有しないとともに、第三者に漏洩することのないよう厳重に

管理するものとします。 

２ お客様のユーザ ID及びパスワードを用いて行われた本サービスの利用は、お客様による利用とみ

なされるものとします。当社は、お客様のユーザ IDが第三者に使用されたことによってお客様が被

る損害について、一切の責任を負いません。 

３ 当社は、お客様のユーザ IDが第三者に使用されたことによって損害を被った場合、お客様に対し、

当該損害の賠償を請求することができます。 

４ お客様は、同一法人に所属する者に限り、所定数までサブ ID・パスワードを発行することができ

ます。 

５ 当社は、サブ IDの発行及び利用に伴って生じた損害について一切の責任を負わないものとします。 

６ 当社は、サブ ID・パスワードの使用に伴って損害を被った場合、お客様に対し、当該損害の賠償

を請求することができます。 

 

第３条（お客様への通知） 

１ 当社のお客様に対する通知は、電子メール若しくは書面の送付又は当社ホームページへの掲載そ

の他当社が適当と判断する方法により行います。お客様は、当社が各種の方法により実施する通知

の有無及びその内容を、定期的に確認するものとします。 

２ 前項の通知は、以下の時点で効力を生じるものとします。 

（１）電子メール又は書面の送付 当社が発送した時点 

（２）当社ホームページへの掲載 当社が掲載した時点 

（３）その他の方法 お客様が通知内容を認識した時点 

 

第４条（利用料金） 



１ 本サービスの利用料金（以下、単に「利用料金」といいます。）は、本申込書上の記載により定ま

るものとします。 

２ お客様は、当社に対し、利用料金を、当社が発行する請求書の発行日翌月末日までに、当社が指

定する銀行口座に振り込むことにより支払うものとします。但し、当社との間で別途同意した支払

時期及び方法がある場合、それによるものとします。 

３ 前項の支払に必要な振込手数料その他一切の費用は、お客様の負担とします。 

４ 当社は、いかなる場合にも受領した利用料金の返金には応じないものとします。 

５ 前各項の記載に拘らず、お客様が販売パートナーを介して申込みを行った場合、利用料金は販売

パートナーの定める金額によるものとし、お客様は、販売パートナーが発行する請求書に基づき支

払うものとします。 

 

第５条（契約期間及び更新） 

１ 当社とお客様との間の本契約の有効期間（以下「契約期間」といいます。）は、本申込書上の記載

により定まるものとします。 

２ お客様は、契約期間の更新を希望する場合、当社所定の方法により、当該期間満了の 10日前まで

に、直接、または販売パートナーを介して更新の申込みを行うものとします。 

３ 当社は、前項の申込みがあった場合、以下に掲げる場合を除きこれを承諾するものとし、当社所

定の方法により承諾の通知を発信した時点で、当該申込みの内容に従った期間、本契約が更新され

るものとします。 

（１）本規約に基づく債務の不履行その他本規約に違反したことがあるとき、又はそのおそれがある

とき 

（２）当社に対する通知の内容に虚偽の記載、誤記又は記入漏れがあったとき 

（３）その他当社が不適当と判断したとき 

 

第６条（本サービスの提供地域の制限） 

お客様は、当社が別途認める場合を除き、日本国内においてのみ、本サービスを利用できるものと

します。 

 

第７条（本サービス利用の利用環境） 

１ お客様は、本サービスを利用するため必要な一切の情報機器、電気通信サービス、ソフトウェア

その他一切の設備等を、自己の費用と責任において設定し維持するものとします。 

２ 当社は、本サービスの提供に際して必要と判断した場合、お客様が本サービスにおいて用いる一

切のデータを監視し、分析、その他の方法により調査することができます。 

 

第８条（知的財産権等） 

１ 本規約は、本サービスに関する著作権その他の知的財産権（以下、単に「知的財産権」といいま

す。）をお客様に譲渡ないし利用許諾するものとは解釈されないものとします。 

２ 当社は、お客様が本サービス上で合成したテキスト情報の全部又は一部を、本サービスの提供品

質の向上、当社の研究及び製品開発の目的のもと、解析し利用することがあります。お客様は、当

社における当該解析及び利用に関し、何ら異議を述べないものとします。ただし、当該利用にあた

って、当該情報を第三者に提供等する場合は、予めお客様の書面による承諾を得るものとします。

なお、当該解析及び利用にあたっては、特定の個人及び法人の識別が不可能な状態で行うものとし、



当社の個人情報保護方針を遵守いたします。 

 

第９条（サービス提供の中断及び停止） 

１ 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、お客様に事前に通知することなく、本サービスの

全部又は一部の提供を中断することがあります。なお、当社は、当該中断について、事後速やかに

お客様に通知するものとします。 

（１）本サービスの提供に用いられる一切の情報機器、電気通信サービス、ソフトウェアその他一切

の設備等（以下「本件設備等」といいます。）の保守を行う場合 

（２）運用上又は技術上やむを得ない場合 

（３）天災地変その他不可抗力により本サービスの提供を継続できない場合 

２ 前項の定めに拘わらず、当社は、本件設備等の定期点検を行うため本サービスの全部又は一部の

提供を中断する場合、お客様に対し、事前に通知します。 

３ 当社は、お客様が第１６条（利用契約の解除）各号のいずれかに該当する場合又は契約者が本規

約に違反した場合、お客様に事前に通知することなく、お客様に対する本サービスの全部又は一部

の提供を停止することができるものとします。 

４ お客様は、前各項に基づく本サービスの提供中断を理由として、当社に対し、利用料金の返還又

は損害賠償を請求できないものとします。 

 

第１０条（本件設備等の障害等） 

１ 当社は、本件設備等について障害が発生しその他本サービスに不具合があること（以下「障害等」

と総称します。）を知ったときは、当社ホームページにその旨を掲載するものとします。 

２ 当社は、本件設備等のうち当社の管理に係る部分に障害等があり、それによって本サービスの提

供に著しい支障を生じると判断したときは、遅滞なくこれを修理又は復旧します。 

３ 当社は、本件設備等のうち当社以外の第三者の管理に係る部分に障害等があることを知ったとき

は、当該第三者に修理又は復旧を指示します。 

４ お客様は、本サービスに障害等を発見した場合、当社に対し遅滞なく通知するものとします。当

社がお客様に対し、お客様が発見した障害等について報告を求めた場合、お客様はこれに遅滞なく

応じるものとします。 

 

第１１条（本サービスの廃止） 

１ 当社は、6 ヶ月以上の期間をおいてお客様に対して通知することにより、本サービスの全部又は

一部を廃止することができます。 

２ 前項の定めに拘わらず、当社は、天災地変その他不可抗力により本サービスを提供することが困

難となったと判断した場合、お客様に事前の通知をすることなく、本サービスの全部又は一部を廃

止することができます。 

３ 本サービスの全部が廃止された場合、当社とお客様との間の本契約は、廃止の時点をもって当然

に終了します。 

 

第１２条（お客様に起因する紛争等） 

１ お客様は、自身による本サービスの利用に関して第三者からクレームを受け、損害賠償等の請求

を受けその他第三者との間で紛争（以下「紛争等」といいます。）を生じた場合、当該紛争等が当社

の責に帰すべき事由による場合を除き、当該紛争等を、自己の責任と費用をもって処理、解決し、



当社に迷惑を掛けないものとします。 

２ お客様は、自身が本サービスを利用して作成する音声ファイルを使用し提供する情報（コンテン

ツ）は、お客様の責任の下で提供されるものであり、当社がその内容等についていかなる保証も行

わず、また、それに起因する損害についていかなる責任も負わないことを了承するものとします。 

 

第１３条（秘密情報の取り扱い） 

１ お客様は、本サービス遂行のため当社が開示した技術上又は営業上その他業務上の情報（以下「秘

密情報」といいます。）を、本サービスの利用のために必要な限度でのみ使用し、第三者に開示又は

漏洩しないものとします。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報はこの限りではありません。 

（１）当社が開示を書面により承諾した情報 

（２）秘密保持義務を負うことなく既に保有している情報 

（３）秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 

（４）当社から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報 

（５）本規約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報 

２ 前項の定めに関わらず、お客様は、秘密情報のうち法令の定めに基づき又は権限ある官公署から

の要求により開示すべき情報を、当該法令の定めに基づく開示先又は当該官公署に対し開示するこ

とができるものとします。この場合、お客様は、関連法令に反しない限り、当該開示前に開示する

旨を当社に通知するものとし、開示前に通知することができない場合は開示後すみやかにこれを行

うものとします。 

３ お客様は、秘密情報の管理に必要な措置を講ずるものとします。 

４ お客様は、当社の要請があった場合、当社の指示に従い、秘密情報を含む媒体を返還し、又は秘

密情報を廃棄若しくは消去するものとします。 

５ 当社は、お客様が本サービスの利用にあたって申込書に記載した情報及び本サービス上に入力し

た情報を、本サービスの提供及び本規約第８条２項に定める利用目的にのみ使用いたします。なお、

当該情報の管理にあたっては、本条第２項及び第３項の定めを、「お客様」を「当社」に読み替えて

準用いたします。 

６ 本条の規定は、本契約終了後も有効に存続するものとします。 

 

第１４条（禁止事項） 

１ お客様は、本サービスの利用に関し以下の各号に掲げる行為を行ってはならないものとします。 

（１）他人の知的財産権、名誉権若しくはプライバシー権その他の人格権若しくは人格的利益を侵害

する行為、又はそのおそれのある行為 

（２）法令、本規約又は公序良俗に違反する行為 

（３）本サービスにより作成した音声ファイルを、第三者に対して単体で販売し、譲渡し又は貸与す

る行為 

（４）本サービス上で出力される音声、ユーザー辞書及びその他の出力結果の解析、学習データとし

ての利用、及び本サービスの利用以外の目的での改変しての利用 

（５）本サービスの内容や本サービスにより利用しうる情報を改ざん又は消去する行為 

（６）詐欺等の犯罪に結びつく行為、又はそのおそれがある行為 

（７）不正アクセス、他のお客様のユーザ IDを利用する等して第三者になりすまして本サービスを利

用する行為 

（８）当社又はその関係会社の役職員その他当社又は本サービスの関係者を装う行為 



（９）コンピュータウィルスその他有害又は不正なデータを送信する行為 

（１０）第三者が嫌悪感を抱き、又はそのおそれのある音声を送信する行為 

（１１）第三者の設備等若しくは本件設備等の利用若しくは運営に支障を与える行為、又はそのおそ

れのある行為 

（１２）猥褻、児童ポルノ又は児童虐待にあたる画像、暴力的な音声等を送信する行為 

（１３）差別につながる民族、宗教、人種、性別、年齢にあたる音声等を送信する行為 

（１４）自殺、自傷、違法薬物の使用・勧誘・誘発・助長にあたる音声等を送信する行為 

（１５）無限連鎖講を開設し、又はこれを勧誘する音声を送信する行為 

（１６）性的交渉の勧誘にあたる音声等を送信する行為 

（１７）その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を援助ないし助長する行

為（援助・助長目的でリンクをはる行為を含む。） 

（１８）本サービスの運営を妨げ、その他当社が不適切と判断する一切の行為 

２ お客様は、前項各号のいずれかに該当する行為が自身若しくは第三者によってなされたことを知

った場合、又はそのおそれがあると判断した場合、直ちに当社に対しその旨を通知するものとしま

す。 

 

第１５条（反社会的勢力の排除） 

１ お客様及び当社は、自ら（主要な出資者、役員、それに準ずる者を含みます。）が暴力団、暴力団

員・準構成員、暴力団関係企業、特殊知能暴力集団の関係者その他公益に反する行為をなす者（以

下「反社会的勢力」といいます。）でないこと、過去 5年間もそうでなかったこと及び反社会的勢力

と資金提供、便宜供与その他いかなる関係も有しないことを表明し、かつ将来にわたっても反社会

的勢力といかなる関係も有しないことを誓約するものとします。 

２ お客様及び当社は、自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的責任を超えた不当な要

求行為、取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計を用い又は

威力を用いて当社の信用を毀損し、又は当社の業務を妨害する行為、その他これらに準じる行為を

行わないことを誓約するものとします。 

３ お客様及び当社は、相手方が第 1項の表明に反する事実があることが判明した場合、又は前２項

の誓約に違反した場合、事前の通知又は催告なく、直ちに本契約を解除できるものとします。解除

当事者は、当該解除によって生じた損害について一切の責任を負いません。 

 

第１６条（利用契約の解除） 

当社は、お客様が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、事前の通知又は催告なく、いつ

でも本契約の全部又は一部を解除することができます。 

（１）本規約に違反し、その是正を催告した後合理的な期間内に是正されない場合 

（２）本規約に基づく義務を履行することが困難となる事由が生じた場合 

（３）本件設備中のソフトウェアをリバース・エンジニアリング、逆アセンブル若しくは逆コンパイ

ルし、又はそれを試みたと当社が判断した場合 

（４）本件設備中のソフトウェアのソースコードを入手し、又はそれを試みたと当社が判断した場合 

（５）監督官庁から営業許可の取消又は停止等の処分を受けた場合 

（６）破産、民事再生若しくは会社更生の手続開始の申立てがされ、又は自ら申立てたとき 

 

第１７条（損害賠償） 



１ 当社は、お客様の責めに帰すべき事由により損害を被った場合、お客様に対し、当該損害（通常

の損害に限るものとします。）の賠償を請求することができます。 

２ 当社がお客様に対し、本サービス又は本規約に関して負う損害賠償責任の範囲は、債務不履行責

任、不法行為責任その他法律上の請求原因の如何を問わず、当社の責に帰すべき事由によりお客様

に現実に発生した通常の損害に限定され、かつ、損害賠償の額は以下に定める額を超えないものと

します。 

（１）当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算して、過去 360日間に発生した利用料金

（販売パートナーからの請求による場合には、当社所定の利用料金相当額）の平均 30日分の金額 

（２）当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算して本サービスの開始日までの期間が 30

日以上ではあるが 360 日に満たない場合、当該期間（1 月未満は切捨て）に発生した利用料金の

平均 30日分の金額 

（３）前各号に該当しない場合、当該事由が生じた日の前日までの期間に発生した本件料金の平均日

額料金（1日分）に 30を乗じた額 

 

第１８条（免責） 

１ お客様は、本サービスの内容及び提供方法が、日々変更されうるものであることを了承するもの

とします。当社は、本サービスの存在、内容及び提供方法の永続性をいずれも保証しません。 

２ 当社は、本サービスに関し、以下の事項をいずれも保証せず、一切の責任を負いません。 

（１）本サービスにバグその他の瑕疵がないこと、その他本サービスの完全性及び確実性 

（２）本サービスがいかなる環境においても中断せずに利用可能なことその他本サービスの適合性 

（３）本サービスが第三者の知的財産権その他一切の権利を侵害していないこと 

３ 当社は、以下の各事由のいずれかに起因してお客様に発生した損害については、一切の責任を負

いません。 

（１）天災地変、騒乱、暴動その他不可抗力 

（２）当社が管理する本件設備等以外において発生した障害等又は性能 

（３）当社が製造に関わらないハードウェア、ソフトウェア（OS、ミドルウェア、DBMS を含む。）又

はデータベースにおいて発生した障害等 

（４）当社が第三者から導入しているコンピュータウィルス対策ソフトについて当該第三者からウィ

ルスパターン、ウィルス定義ファイル等を提供されていない種類のコンピュータウィルス 

（５）善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない、第三者の本件設備等に対する不正アクセ

ス、通信経路上での傍受その他一切の攻撃 

（６）当社が別途定める手順又はセキュリティ手段等のお客様による不遵守 

（７）刑事訴訟法第 218条（令状による差押え・捜索・検証）、犯罪捜査のための通信傍受に関する法

律の定めに基づく強制の処分その他裁判所の命令若しくは法令に基づく強制的な処分 

（８）その他当社の責に帰すべからざる事由 

 

第１９条（権利義務の譲渡等の禁止） 

お客様は、当社の書面による事前の承諾がない限り、第三者に対し、本規約に基づく権利義務又は

法律上の地位又は一部を譲渡その他の方法により処分してはならず、かつ、質入れその他の方法によ

り担保に供してはならないものとします。 

 

第２０条（有効性） 



１ 本規約の一部が法令等に基づき無効と判断された場合であっても、その他の規定の有効性には影

響しないものとします。 

２ 本規約の一部が、一部の契約者との関係で無効と判断され、又は取り消された場合であっても、

その他の契約者との間の有効性には影響しないものとします。 

 

第２１条（準拠法及び裁判管轄） 

１ 本規約は日本法に準拠し、日本法に従い解釈されるものとします。 

２ 本規約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第２２条（誠実協議） 

本規約に定めのない事項又は本規定の解釈に疑義が生じた場合、両者誠意を持って協議の上解決す

ることとします。 

 

以上 

 

2016年 5月 9日制定、実施 

2016年 6月 28日一部改訂 

2016年 10月 26日一部改訂 

2018年 12月 27日一部改訂 

2022年 4月 1日一部改訂 

 

 


